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はじめに  人々の共生のために司法が果たすべき役割の重要性 

１ グローバル時代における司法の意義・役割 

司法制度は、従前から一人一人の権利を擁護し、人権の最後の砦として、

社会から分断された人や社会的弱者の最後の拠り所となるという重要な役

割を担ってきた。 

そして、人・モノ・カネが国境を越えて動くグローバル時代においては、

それらの適切な動きを促進することにより、日本の経済的、社会的な成長

に寄与する一方で、違法な人、モノ等の移動に対して厳格に対処すること

により、世界一安心・安全な国日本を支える基盤としての役割も担い、日

本や世界の適正なグローバル化を支えてきた。 

さらに、今日では司法そのものについてもグローバル化が進行している。 

すなわち、司法制度には各国における違いはあるが、法の支配の社会へ

の浸透とそれにより人々が安心・幸福を得るという共通の価値観を形作る

上での基盤という重要な役割を担っている点では共通しており、特に、経

済活動に関しては、近時、各国における司法制度の違いを乗り越え、商業

的紛争解決の手段として国際仲裁や国際調停がスタンダードとなり、国際

的取引がより促進されるなど、司法のグローバル化、スタンダード化が進

み、人々の活動がより促進される効果が生まれている。 

２ 新型コロナウイルス感染症のまん延の終息を見据えた司法の新たな役

割の重要性 

現在、新型コロナウイルス感染症の影響により、社会・経済・文化的活

動が世界規模で大きく収縮して分断の流れに向かい、世界はグローバル化

以前の時代に戻ろうとする動きを見せている。 

しかし、日本や世界が今後も成長・発展する上で、グローバル化以前の

時代に戻ることは想定し難く、新型コロナウイルス感染症まん延の終息後

を見据え、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた新たな相互交流の実

現を目指すべきである。 

そして、新型コロナウイルス感染症のまん延は、自由な移動やわが国へ

の流入に伴うリスクとこれを回避するシステムの脆弱性を露呈させた教訓

でもあり、様々なリスクを適切に回避するためには、これまで以上に司法

の適切かつ厳格な運用が必要である。 

司法は、現在の分断に向かう流れの中でも、適正なグローバル化を取り

戻しつつ、一方で自由な人やモノの移動に伴うリスクについて、そのバラ

ンスを図りながら、日本や世界の国々の社会的、経済的成長を促進すると

いう新たな役割を担うことになる。 

司法がこのような役割を担ったことはかつてなく、これは新たなチャレ

ンジであるが、日本が今後も成長・発展するためには、必ず乗り越えなけ
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ればならない課題でもある。 

日本の司法がこの課題を突破するに当たって、当調査会は、以下の緊急

提言及び提言を行う。 

まず、新型コロナウイルス感染症との闘いに打ち勝ち、司法・法務行政

が適切に機能するために必要な施策について緊急提言（第１）を行う。 

次に、新型コロナウイルス感染症のまん延の終息後の世界も見据え、以

下の５点について提言を行う。 

１点目として、平成３１年４月に新たな在留資格が創設されるなど、日

本は外国人の受入れ等について新たな局面に入っており、これに対応する

ための新たな共生社会を実現する必要があることから、この新たな共生社

会である「日本型多文化共生社会」（第２）について提言を行う。 

次に、２点目として、ＡＩ技術の活用やＩＣＴ化をはじめとするより強

じんな司法インフラの整備（第３）について、３点目として、新たな共生

社会において、困難を抱える方々を誰一人取り残さない社会の整備（第４）

について、４点目として、司法外交元年に当たり、国際的な協調・協働へ

のメッセージについて（第５）、さらに、５点目としてすべてに共通の課題

として幅広い司法人材の育成と活躍の場の拡充（第６）について、それぞ

れ提言を行う。 
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第１ 新型コロナウイルス感染症への緊急対策 

１ 新型コロナウイルス感染症への対応の必要性 

日本における新型コロナウイルス感染症の新規患者数は、現在のところ

減少傾向にあるものの、完全な終息までは比較的時間を要すると考えられ

ること、世界規模で見れば、新規感染者数が増加している国もあり、今後

経済活動の再開に伴って入国制限を緩和することが見込まれることを踏ま

え、新型コロナウイルス感染症の第２、第３の流行を阻止するため、十全

の対応を取る必要がある。 

２ 具体的施策 

⑴ 適切な水際対策 

今後、段階的に入国制限が緩和されることが見込まれるが、新型コロ

ナウイルス感染症の第２、第３の流行を防止するためには、水際対策が

重要である。 

出入国在留管理庁に対しては、わが国の入国管理を担う立場として、

国家安全保障局をはじめ、外務省、国土交通省、厚生労働省等の関係機

関と連携し、責任をもった対処を行うよう求めるものである。 

⑵ 収容施設における感染症対策の徹底 

矯正施設や出入国在留管理庁が管理する収容施設は、一定の空間に職

員や被収容者が多数集まらざるを得ないものであり、感染症がまん延し

やすい環境にある。この点、本年（令和２年）４月、大阪拘置所におい

て、職員が新型コロナウイルス感染症にり患した事案が発生したものの、

その後終息させており、適切な対応がなされたことがうかがえる。しか

し、今後、同様の事態を生じさせないよう万全の対策を行う必要がある。

その観点から、以下の施策を行うべきである。 

ア 感染症予防のための職員研修・訓練の徹底 

感染症をまん延させないためには、まずは、各施設の職員による予

防措置が重要である。そのため、各施設の職員に対する感染症予防の

ための研修・訓練を徹底させるべきである。 

イ 感染症予防のための用具等の充実 

感染症を予防するためには、職員の研修・訓練とともに、マスクや

防護服、ゾーニングのための用具等が不可欠である。そのため、これ

らの施設については、感染症予防のための用具等を十分に配備するべ

きである。 

⑶ 増加が見込まれる法的トラブルへのＩＣＴの活用を含めた対応強化 

 新型コロナウイルス感染症の世界的なまん延により、今後、国際的な

商事紛争が増えることが見込まれる。さらに国内においても、商事分野

にとどまらず、あらゆる分野において法的トラブルが増加することが想
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定される。このように増加が見込まれる法的トラブルに対して、法律相

談から紛争処理に至るまで、適切に対応できる環境を構築する必要があ

る。 

そのため、第３以下で述べるとおり、国際商事紛争に関しては国際仲

裁・国際調停の活性化を加速させるべきである。 

また、国内紛争に関しては、ＩＣＴの活用をより進めて対面すること

なく紛争を解決することが可能となる体制整備を目指すべきである。 

まず、法律相談については、新型コロナウイルス感染症への対応とし

て、日本司法支援センター（法テラス）において、資力の乏しい方を対

象に、電話による法律相談が開始されたとのことであるが、相談者の安

心感や信頼関係をより一層高め、かつ、増加する法律相談に対応するた

めには、顔の見えるオンライン法律相談の実施・拡大が必要であって、

タブレット端末の整備等、物的・人的資源の整備を行うべきである。 

さらに進んで紛争解決の局面では、民事裁判手続のＩＴ化を力強く進

めるとともに、ＡＤＲのオンライン化等についても検討を加速する必要

がある。 
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第２ 新たな局面を迎えた外国人の受入れに対応した総合的支援 

１ 多文化共生社会の現状と意義 

日本に在留する外国人は令和元年末時点で約２９３万人（平成３０年末

時点で約２７３万人）、外国人労働者数も令和元年１０月末時点で約１６６

万人（平成３０年１０月末時点で約１４６万人）に達しており、平成３１

年４月､新たな在留資格である「特定技能」が創設されたことにより､日本

社会において活躍する外国人は､新型コロナウイルス感染症の影響により

直近では減少しているものの、今後さらに増加することが見込まれている。 

在留外国人は日本人と同様に働き手であるとともに消費者であり、社

会・経済の一翼を担っている。また、例えば、子どもたちが、幼いころか

ら在留外国人と接することにより、多様な価値観を自然に受け入れられる

など、新たな多様性が生まれており、共生社会は、今後のグローバル社会

を担う人材の育成にも資するものである。 

２ 日本が目指すべき日本型多文化共生社会とは 

⑴ 外国人に対する国内での支援等の在り方 

「特定技能１号」では、在留資格制度上初めて受入れ機関による日常

生活､社会生活、職業生活における「支援」が受入れの要件とされており、

「生活者としての外国人」に対する支援という新たな考え方が導入され

たことで、日本の外国人政策は新たな局面を迎えた。 

今後、外国人材を受け入れ、日本に適した共生社会を実現するに当た

っては、外国人に対する支援のための社会インフラの整備を行うととも

に、徹底した在留管理の下、外国人に対しては日本語等日本人と共生す

るために必要な知識・ルール等を修得することを求めるなど、在留外国

人が日本において、責任をもった行動がとれるよう仕組みを構築する必

要がある。そして、これまで在留資格ごとに受入れ機関等が中心となり

ステージごとに支援を行ってきたものを、日本語修得等を前提とし、社

会を構成する一員として､外国人に対し、ライフステージに応じた切れ目

のない支援を社会全体で行うことが日本型共生社会の実現のために必要

である。 

このためには､関係行政機関､地方公共団体のみならず､民間の協力も

含め社会全体において支援を行うことが必要であるとともに､受け入れ

られる側の外国人においても自らの権利と義務を自覚し、共生の理念や

日本の風土・文化の理解に努めていくことが重要である。 

この点、わが国は、約２５年にわたり、アジア諸国における、法令の

起草や司法制度の整備・運用の支援、法律家に対する研修等を通じた人

材育成などの法制度整備支援を実施することで、国内のみならず、国外

に対して法の支配の価値を浸透させるための取組を行ってきたところ、
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その特徴は、相手に寄り添った支援であり、時間や手間を惜しまず、相

手国をパートナーとして尊重しつつ、その要望に真に沿った支援を追求

してきたところにある。そのような誠実で着実な支援を続けてきたこと

により、わが国は諸外国から信頼を得てきたのであり、日本型多文化共

生を実現するためには、このような相手の立場を十分に理解した取組を

進めることが重要である。 

そして、この新たな外国人の受入れ及び共生社会の実現に向け、これ

を担う組織として平成３１年４月に創設された出入国在留管理庁は、今

後も、その自覚を持ちつつ、関係府省庁と連携しつつ、その先頭に立っ

て、日本型多文化共生社会の実現に向けた取組を行う必要がある。 

さらに、外国人との共生をめぐる状況は絶えず変化し続けていくもの

であり、引き続き、一部の諸外国でみられるような問題をも教訓とした

「日本型」多文化共生社会の実現に向け、検証・検討を続けなければな

らない。 

⑵ 国際的情報交換枠組みの構築及び関係国との連携強化の必要性 

日本型多文化共生社会を真に実現するためには、わが国に在留する外

国人が抱える複合的かつ多岐にわたる課題を踏まえ、外国人の受入れ環

境、支援体制の整備等を進めていく必要があるが、あり得べき環境・支

援の在り方を検討するに当たっては、外国人の受入れに知見を有する国

や、送出国との情報交換と連携も不可欠である。 

⑶ 日本国内で生じている摩擦への対応 

ア 人権侵害や犯罪・非行等への対応 

在留外国人が増加するに従い、ヘイトスピーチのように外国人であ

ることを理由とする人権侵害事案など、外国人が被害者となる事案が

生じている。また、一方で、日本になじめない外国人による犯罪や少

年非行等の問題もある。 

司法は、日本型多文化共生社会を実現する過程で生じている国内に

おける摩擦に対して適切に対応する必要がある。そして、司法が適切

に対応するためには、在留外国人に対して十分な司法アクセスを提供

する必要があり、全国に設置されている法テラスの果たす役割は重要

である。 

さらに、救済の最後の砦である裁判所においても、外国人に対する

司法アクセスについて、十全の対応を取ることが期待される。 

イ 「集住」を巡る対応について 

在留外国人が増えるに従い、特定の地域に在留外国人が集まって居

住するいわゆる「集住」が生じている。 

「集住」地区の存在や当該地区における先駆的取組は、本国におい
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ても情報として広がっており、当該地区に居住することを前提に来日

するといった動きがみられることも明らかになった。 

「集住」は、本国を離れて来日する外国人にとって当然起こりうる

現象であると思われ、わが国において在留外国人のコミュニティが形

成されることで、在留外国人の孤立感の軽減や行政からの効果的働き

かけが可能になるなど多数のメリットが認められる。もっとも、過度

な「集住」は、自治体の負担となり、そこに所属する外国人コミュニ

ティ自体を日本社会から孤立させ、社会から分断させる危険性もある。 

したがって、日本型多文化共生社会を実現するため、過度な「集住」

が生じないよう必要な手立てを講じる方策を含め、「集住」問題につい

て総合的に検討しておくことが有益である。 

３ 具体的施策 

このような観点から、日本型多文化共生社会の実現に向け、下記に掲げ

る施策を推進していくべきである。 

⑴ 外国人に対する地域での支援を国として支援する方策 

ア 外国人在留支援センターを取組支援の拠点として設置 

本年（令和２年）７月に開所する予定の外国人在留支援センターに

おいては、外国人共生社会の実現に向け、外国人の人権擁護・啓発、

法律トラブルに対する法的支援、地方を含めた雇用の推進に向けた取

組などの施策を、出入国在留管理庁、法務局人権擁護部、法テラス、

ハローワーク、労働局、査証相談窓口、JETRO 等の入居機関をはじめ

とした関係機関が連携・協力して実施することとされている。 

同センターにおいては、関係機関が共同し、地方公共団体や外国人

からの相談対応や、外国人の就職支援のための説明会やセミナーを開

催するなど、多角的なアプローチによる効果的な支援を実施すべきで

ある。 

特に、同センターは全国の多文化共生を支援するための中心となり、

在留外国人が決して多くない地方公共団体をも取り残すことなく支援

をきめ細やかに行うことを求めたい。そのため､多言語での対応が困難

な地方公共団体に対して通訳の支援や多文化共生を担うための人材育

成の支援を行うべきである。 

イ 一元的相談窓口の設置に対する支援 

地方公共団体が外国人に対し情報提供及び相談を行う一元的な窓口

を整備するための支援が開始されており、その対象は全地方公共団体

に拡大されている。 

現状では、一元的相談窓口の相談員が一元的相談窓口業務外の業務

に従事する場合は外国人受入環境整備交付金の交付対象外となってお
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り、地域における日本語教育支援や日本人との多文化共生施策を含む

様々な生活支援の企画・立案・調整等に対する支援への活用ができな

い状況にある。 

こうした状況を踏まえ、地方公共団体の多文化共生業務をより充実

させるため､地方公共団体に雇用され､多文化共生に関する業務を担当

する者の人件費を交付金の交付対象とするなどの見直しを行い、地方

公共団体にとって柔軟に活用できるものとすべきである。 

ウ 諸外国における外国人の受入れ環境整備に関する取組に係る調査 

外国人の受入れ環境の整備に係る様々な分野における取組を強化・

推進するため、先進的取組を行っている諸外国における外国人の受入

れ環境整備に関する取組を学ぶことが有用である。そこで、諸外国の

取組について、調査することを検討すべきである。 

⑵ 国内外における日本語教育体制等の強化 

外国人が日本において生活していく中で、日本語能力が不十分な場合、

円滑な意思疎通が図れず、様々な場面において支障が生じてしまうおそ

れがある。外国人を日本社会の一員として受け入れ、社会から排除され

ることのないようにするためには、日本語教育の充実が極めて重要であ

る。 

そのため､日本語教育のための国及び地方公共団体の体制づくり等に

より地域における日本語教育を推進するとともに､日本語教師等の養

成・研修プログラムの充実・普及や日本語教師に関する新たな資格制度

の整備等によって日本語教育全体の質を向上させるべきである。 

なお､外国人の子どもに対する日本語教育の充実に当たっては､小中学

校の取組だけでなく､幼児教育・高等教育など前後のステージも含めて総

合的に推進するべきである。 

また､海外においても､国際交流基金等を通じた日本語能力習得促進の

ための取組に対する支援や、ODA の事業等を通じた人材育成支援によ

り､来日前の段階における日本語教育の充実を図るべきである。 

⑶ 外国人の子どもをめぐる施策の推進 

ア 外国人の就園・就学等の促進 

外国人の子どもが集団生活を経験しないまま義務教育諸学校に入学

すると、集団行動や日本語などが分からず、円滑に学校生活が送れな

いなどの弊害が生じる可能性がある。 

そのため､就学前の外国人の子どもに日本語学習機会の提供を促進

するため、幼児教育・保育の無償化について制度を積極的広報・周知

したり､外国人幼児のための就園ガイドを多言語で作成・周知するなど

して､外国人の子どもの就園を促進するべきである。 
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また、外国人の子どもが自立し、社会の一員として活躍するために

は、適切な教育を受けることが必要不可欠であるが、約２万人（令和

元年度「外国人の子供の就学状況等調査」）の外国人の子どもが不就学

の可能性があるとの実態がある。 

そのため､就学の機会が適切に確保されるよう、国が中心となって学

齢簿に準じるものの作成を促進するとともに､多言語による就学案内

等により､外国人の子どもの就学を促進していくべきである。また､外

国人の保護者に対しても子どもの就学を促す取組を推進していかなけ

ればならない。 

イ 外国人児童生徒等の公立学校における受入れ・支援体制の強化 

公立学校においては、日本語能力の不足等により配慮が必要である

にもかかわらず､特別な指導を受けられていない外国人児童生徒等が

約２割いる（平成 30 年度「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況

等に関する調査」）という実態がある。 

そこで､外国人児童生徒等の数に応じた指導の在り方についてのモ

デル的な取組の普及や､外国人児童生徒等教育を担う教員等の資質能

力の向上等により､公立学校における受入れ・支援体制の強化を図るべ

きである。 

⑷ 国際的情報交換枠組みの構築及び関係国との連携強化 

これまで、日本は、技能実習生や特定技能外国人の受入れ等に関し、

各送出国と協力覚書（ＭＯＣ）を交換するなどして各国との情報交換及

び連携を進めてきたが、今後、このような二国間の連携を引き続き進め

つつ、特定の在留資格に限られない多国間による情報交換の枠組みを構

築し、関係国との幅の広い連携を進めていく必要がある。 

外国人の受入れ環境整備等の検討に際しては、外国人の受入れに関し

様々な取組を長年行ってきた国々から知見を得るとともに、日本と同様

の事情を抱える国等と情報交換を行いつつ、在留外国人の出身国等との

間で、法律や慣習等の違いを踏まえた情報共有や意見交換を通じて相互

に連携することが極めて重要である。そのため、日本が中心となり国際

会議を開催するなどして、関係国等との情報交換の枠組みを構築し、連

携強化を図っていくべきである。 

⑸ 司法アクセスの確保と法務行政全般における十全の対応の確保 

ア 司法アクセスの確保 

在留外国人の法的トラブルへの対応については、昨年の提言（司法

制度調査会提言２０１９）でも述べたとおり、法テラスの役割が重要

である。多言語対応を引き続き充実させ、外国人在留支援センターに

おける対応など、引き続き積極的に取り組んでいくべきである。 
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また、裁判所においても、裁判の審理における司法通訳の確保はも

とより、窓口対応といった裁判外の対応についても、外国語による対

応を可能とする体制を確保するなど、在留外国人の司法アクセスを容

易にする取組が期待される。 

イ 法務行政全般におけるシームレスな対応 

外国人であることを理由とした人権侵犯事案への対応や、犯罪や非

行により外国人が矯正施設に収容された場合の対応、また、外国人に

対する保護観察等の対応など、在留外国人に対する対応は、法務行政

全般において求められる。 

多文化共生社会の実現に向け、外国人が被害者となる事案では被害

者に寄り添った対応を行い、外国人が加害者となる事案では外国人の

立ち直りを支援するため、適切に意思疎通をはかることが重要である。

そのため、法務行政全般において通訳人を適切に確保するとともに

様々な場面で多言語対応が可能となるよう、例えば自動翻訳機の導入

など、ソフト・ハード両面も含めた環境の整備を検討すべきである。 

⑹ 「集住」問題の総合的検討の実施 

「集住」をめぐっては、前述のとおり、在留外国人が日本社会に溶け

込むツールとなるよう、適度な「集住」と地域社会からの働きかけが必

要である。そのため、過度な「集住」を制限する方策等について、まず

は、諸外国の調査を行い、総合的な検討を進めるべきである。 
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第３ より強じんな司法インフラの整備 

１ 司法インフラ整備の必要性 

当調査会では、昨年の提言において、民事裁判手続におけるＩＴ化の推

進や日本の司法情報の国際的発信強化に向けた取組について提言を行った。 

政府においては、本年（令和２年）3 月、民事司法制度改革推進に関す

る関係府省庁連絡会議が「民事司法制度改革の推進について」を取りまと

め、これに基づき、民事裁判のＩＴ化をはじめとする民事司法制度改革を

推進することとしている。 

日本の国際的競争力を高めるため、また、日本型多文化共生社会を実現

するに当たり司法が果たすべき役割の重要性が増すことを踏まえると国内

の司法インフラの整備として、民事裁判のＩＴ化や日本の司法情報の発信

について、より一層の強化が必要である。 

さらに今般の新型コロナウイルス感染症のまん延を受け、司法分野にお

いてＩＣＴを活用する有用性が確認できた。今後、これまで遅れていた司

法分野においても、ＡＩ技術の活用やより一層ＩＣＴ化を進める取組が求

められる。また、新型コロナウイルス感染症のまん延の終息後の世界にお

けるわが国の成長や国際的リーダーシップの発揮という観点からも、日本

の司法情報の発信がより一層重要となる。 

２ 日本の法令・司法情報の国際発信 

⑴ 日本の法令・司法情報の国際発信の現状と課題 

国家の根幹である日本の法令や司法制度などの基本的情報が、日本語

だけではなく、外国語で正しく国内外に提供されるとともに、それらの

情報に容易にアクセスできる環境を整備することにより、日本の法令や

司法制度についての正しい理解を得ることは、国際取引の円滑化や対日

直接投資の促進といった経済取引の活性化のみならず、日本型多文化共

生社会の実現のためにも不可欠である。 

政府が行っている法令外国語訳整備プロジェクトは、日本の法令情報

の国際発信の中核を担うものであり、現在、同プロジェクトの専用ホー

ムページにおいて、約７５０の法令のほか、改正法の概要情報等が英訳

されて公開されている。 

もっとも、同プロジェクトにおいて、新規の法律や重要な改正法が成

立していながら、その翻訳が公開されるまでに相当の時間を要している

ことは、大きな課題である。加えて、この専用ホームページは、日本の

法令情報の国際発信の拠点となるべきものであるから、その内容や機能

は、利用者のニーズや時代に即した最適なものとして、その情報発信力

を強化する必要がある。 

また、近時、日本の刑事司法制度について、特にカルロス・ゴーン被
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告人の逃亡をきっかけに、海外から批判がなされ、民事分野でも、子の

連れ去りの問題について、欧州諸国等から批判がなされている。その中

には、制度の部分的な評価や誤解等に基づく批判も相当数あり、不当な

評価が国際的に流布される状況は看過できない。このままでは、対日進

出やインバウンド等への悪影響だけでなく、国際社会からの信頼低下に

もつながりかねず、喫緊の対応が必要である。 

⑵ 具体的施策 

ア 翻訳法令の提供の迅速化の実現 

翻訳法令の公開の迅速化は、個別の府省庁にとどまらない政府全体

の課題である。目指すべきはリアルタイムな改正法の英訳公開であり、

政府全体として、各府省庁が迅速かつ高品質な翻訳原案の作成が可能

となるよう人的・物的体制の強化に取り組んでいくべきである。 

具体的な取組としては、例えば、今後、政府が取り扱う国際的な案

件がより増大すると考えられるのであるから、法令翻訳に限らず、国

際的な案件に関するものについて、迅速に正確な翻訳が入手できるよ

うにするため、専門家に翻訳を依頼できる環境整備について検討すべ

きである。 

また、翻訳原案の作成にＡＩ技術を積極的に活用することも検討さ

れてよい。近時、ＡＩ技術の進歩にはめざましいものがあり、翻訳の

分野においても、ＡＩを活用した機械翻訳が利用されている。法令の

翻訳は、法の解釈やその背景にある文化・価値観等の理解といった高

度の知識・技能が求められる分野であり、これを全て機械翻訳で代替

することは難しいとしても、ＡＩ技術は、日々進歩しており、迅速化

にも資するものであるから、その有効性についての実証実験を行うな

ど、その導入に向けた具体的な取組を行うべきである。 

イ 政策立案段階での法令等の情報提供の推進 

日本型多文化共生を実現するためには、外国人にとって日本が魅力

的な国である必要があり、国際社会の中で、他国に比して、より早期

に正しい情報を発信していくことが重要である。 

そこで、政策立案段階など、早い段階から情報を積極的に発信すべ

きであり、例えば、法案段階であっても、その法案に関する情報等の

翻訳の提供を行い、より日本に対する正しい理解が得られるようにす

べきである。 

ウ  利用者のニーズに応じた翻訳法令の提供 

翻訳法令等の情報の提供に当たっては、その情報を利用者のニーズ

を反映したものとすべきであるが、例えば、税法や労働法分野におい

て、そのニーズがあるにもかかわらず翻訳が提供されていないものや
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最新の法改正に対応していないものが散見される。 

そこで、主たる利用者のニーズを吸い上げる仕組みを構築した上で、

ニーズのあるものについては、速やかにその翻訳法令を提供すべきで

ある。また、仮に、翻訳法令の早期提供が困難である場合には、その

概要情報の翻訳の提供を行うなどの取組を実施すべきである。 

エ 法令の情報発信の強化 

法令外国語訳整備プロジェクトの専用ホームページは、日本の法令

情報の国際発信の拠点となるべきものである。しかし、このホームペ

ージは約１０年前に構築されたものであり、英語での表示機能は備え

ているものの、タブレット端末やスマートフォンといったデバイスに

対応した表示機能は有していない。また、例えば、検索機能について

は、法令上使われている用語以外でのキーワードによる検索機能や、

利用者の検索結果を自動的に分析してその上位結果から示す機能など、

現在では標準と考えられる機能すら備えておらず、国際発信の拠点と

いうには、はなはだ心許ない状況にある。そこで、この専用ホームペ

ージの表示機能の強化や新たな機能を追加するなど、技術の進歩や時

代に即したものとし、利用者がより法令情報にアクセスしやすい環境

を整備することで、その情報発信を強化すべきである。 

また、近時、インターネットのホームページには、音声検索機能や、

AＩを利用した質問応答機能（チャットボット）を備えているものも

見られるところであり、時代に即したものとするという観点からは、

このような機能を取り入れることも検討すべきである。 

オ 日本の司法制度の国際発信強化 

日本の司法制度について、批判を踏まえつつも、反論にとどまるの

ではなく、正しい理解を得るべく、戦略的かつ腰を据えた発信を行っ

ていくべきである。そのため、政府一体となって、情報発信のターゲ

ットや方法を分析し、より効果的な国際発信を戦略的に進めることが

必要である。また、政府閣僚及び我が党幹部役員双方によるハイレベ

ルとの対話を通じて、直接、各国政府の理解を促進していくことが重

要である。 

３ 民事裁判のＩＴ化の推進等 

⑴ 民事裁判のＩＴ化の現状 

わが国においては、民事裁判のＩＴ化を飛躍的に進め、利用者目線に

立ってその利便性を向上させることにより、安心してビジネスを行い、

投資ができる環境を整えることが喫緊の課題となっている。当調査会が

昨年の提言において指摘したように、諸外国に大きく遅れたことにより

失われた２０年を早急に取り戻す必要がある。 
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このような現状を受け、森まさこ法務大臣は、本年（令和２年）２月、

法制審議会に民事裁判のＩＴ化の実現に向けた諮問を行い、民事訴訟法

（ＩＴ化関係）部会において民事裁判のＩＴ化の実現に向けた議論が開

始された。 

また、本年（令和２年）２月から知的財産高等裁判所および各高等裁

判所所在地の地方裁判所本庁８庁の合計９庁で、次いで同年５月から地

方裁判所の本庁５庁でウェブ会議等のＩＣＴを活用した争点整理の新た

な運用が開始された。最高裁判所においては、同年度中には、更に全国

の地方裁判所本庁で新たな運用を開始することを目指して準備が進めら

れているなど、順次運用が拡大される予定とのことである。 

このように、民事裁判のＩＴ化は、その実現に向け、着実に検討が進

められている。しかし、課題も残されている。 

⑵ 残された課題 

ア ＩＴ化の全体像を示す工程表の必要性  

政府においては、現在、民事裁判のＩＴ化の実現に向け、工程表を

策定して段階的に取組を進めている。本年（令和２年）度においては、

裁判所において、ウェブ会議等の活用を順次拡大するとともに、令和

７年度中に当事者等によるオンライン申立て等の本格的な利用を可能

とすることを目指し、また、その先行実施として、令和３年度には準

備書面等の電子提出の運用を一部の庁で速やかに開始することを目指

すとするなど、その工程表の更なる具体化が図られている。 

当調査会としては、こうした政府及び裁判所の取組を評価し、着実

に民事裁判のＩＴ化の実現が図られることを期待したいが、昨年（令

和元年）に引き続き、最終的なビジョンをしっかりと描く必要がある

ことは改めて指摘しておきたい。そして、その観点からすれば、政府

においては、民事訴訟のみならず、家事、民事執行、倒産などの手続

のＩＴ化についても、ニーズが高いことを踏まえ、その実現に向けた

工程表を策定し、民事司法全般のＩＴ化の全体像をしっかりと国民に

示す必要がある。 

そこで、当調査会は、政府において、家事、民事執行、倒産などの

手続のＩＴ化を含む民事司法全般のＩＴ化の工程表を本年（令和２年）

度中に策定することを提言する。 

イ 国民に寄り添った手厚い支援の必要性 

また、インターネット接続機器の操作に習熟していない者、あるい

は経済的な理由等により同機器を所有していない者が、裁判手続のＩ

Ｔ化により、実質的に民事裁判を受けられなくなることを避けるため

には、制度設計、オンラインシステム、サポート態勢などの面におい
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て、これらの者などに寄り添った手厚い支援が必要不可欠であること

は、昨年の提言において指摘したところである。 

 法務省は、ＩＴ化の範囲や導入されるシステム等の具体的内容等を

踏まえつつ、日本司法支援センター（法テラス）が、現行法上の情報

提供業務や民事法律扶助業務の枠組の中で行い得るサポートに加え、

特定の拠点に裁判所のシステムにアクセス可能な機器を設置すること

等をはじめ、法テラスにおけるサポートの内容について検討を進める

べきである。 

⑶ 共生社会に不可欠な民事裁判のＩＴ化の推進等に向けて 

日本のみならず世界全体を襲った社会経済情勢の急激な変化に伴い、

ウェブ会議を始めとするＩＣＴの利便性や有用性が改めて確認された。

民事裁判においても、ウェブ会議等が広く活用されるなどＩＴ化が実現

すれば、より適正かつ迅速な裁判の実現に資するとともに、より多くの

国民にとって利便性が向上し、例えば身体の運動機能の障害や経済的な

困窮等の理由により現実に裁判所に出頭することが困難である者も、従

来と比べてより積極的に審理に参加できるようになる。 

また、日本型多文化共生社会の実現の観点からも、通訳人がウェブ会

議等を通じてより容易に審理に参加できるようになれば、わが国に在留

する外国人も一層安心してわが国で生活できる。 

このように、民事裁判のＩＴ化は、様々な者が司法によって救済を受

ける機会を更に確実なものとするものであり、当調査会が目指すより強

じんな共生社会の実現に必要不可欠な施策である。そのため、民事裁判

のＩＴ化の実現に向けたインフラ整備やしっかりとした財政措置を行っ

ていくことが望まれる。 

民事裁判のＩＴ化は、わが国の司法サービスの在りようを大きく見直

す契機である。当調査会は、昨年の提言において、民事裁判のＩＴ化の

重要性について指摘し、具体的な施策の検討に当たって必要な視点とし

て、ユーザー目線に立つことなど５つの視点を提示した。法制審議会民

事訴訟法（ＩＴ化関係）部会においても、これらの視点を踏まえて充実

した議論がされるよう期待したい。 

当調査会としても、昨年（令和元年）に引き続き、民事裁判のＩＴ化

の実現に向けて政府とタッグを組み、戦略的な取組を推し進めていく決

意を改めて表明する。 

また、刑事手続の IT 化についても、捜査・公判の円滑な遂行に有益で

あり、国民の負担軽減にもつながるものと考えられることから、検討を

開始すべきである。 



16 

 

４ ＡＤＲにおけるＩＣＴやＡＩ技術の活用 

前述のとおり、民事裁判手続のＩＴ化に向けた検討が進んでいるが、少

額の消費者紛争など紛争類型によっては、裁判による紛争解決ではなく、

当事者の話し合いや第三者を入れた和解等、裁判手続に比して簡易で柔軟

な紛争解決をはかることができるＡＤＲへのニーズが高い。取り分け、新

型コロナウイルス感染症の影響が今後も続くことが見込まれる中、ＡＤＲ

において、ＩＣＴを利活用し、対面することなく紛争を解決できる体制整

備がより強く求められる。また、将来的にＡＩ技術を利用した調停人の支

援ツールなどが導入されれば、紛争解決に要する時間的負担の軽減や紛争

当事者の予測可能性の向上も期待できる。 

この点について、内閣官房に置かれたＯＤＲ活性化検討会における取り

まとめ（令和２年３月１６日）を受け、関係省庁において各種取組が開始

されているが、今般のコロナウイルス感染症の影響も踏まえ、最新の技術

を駆使し、より利便性の高い簡易・迅速な紛争解決手続が構築されるよう、

一層検討を加速することを当調査会としても強く求める。 

  ＊ＯＤＲ（Online Dispute Resolution）：オンラインによる紛争解決。 
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第４ 困難を抱える方々を誰一人取り残さない社会の整備 

１ 困難を抱える方々を誰一人取り残さない社会づくりに向けた課題 

当調査会は、主に犯罪被害者等支援ＰＴにおいて、犯罪被害者が陥るこ

とが多い問題を幅広く採り上げ、誰一人取り残さない共生社会の実現に向

けた議論を行ってきた。 

一昨年の当調査会の提言（司法制度調査会提言２０１８）をきっかけに

政府において施策が進められている問題もあるが、犯罪被害者を始めとし

た困難を抱える方々に寄り添った取組を今後もより一層推進していくこと

が必要である。 

２ 性犯罪・性暴力への対応 

性犯罪・性暴力への対応については、当調査会において「性犯罪・性暴

力対策の抜本的強化を求める緊急提言」（令和２年６月５日）を取りまとめ

た。同提言において述べた性犯罪・性暴力対策としての「５本の柱と１２

の施策」を強力に推進することを求めるとともに、当調査会は、引き続き、

被害者に寄り添いつつ、性犯罪・性暴力の撲滅が実現するまで、この問題

に積極的に取り組んでいく。 

３ 無戸籍者問題 

⑴ これまでの取組 

無戸籍者問題は、国民としての社会的な基盤が与えられず、社会生活

上の不利益を受けるといった人間の尊厳に関わる重大な社会問題である。

当調査会は、このような無戸籍者問題の重大性に鑑み、一昨年の提言に

おいて無戸籍者問題を取り上げ、無戸籍者問題の解決のためには、無戸

籍者の把握の方法を改善すること、把握した無戸籍者一人一人に適した

解消方法を講ずること、新たな無戸籍者の発生を予防することといった

３つの観点から取組強化を図っていくことが重要となるとの認識のもと、

無戸籍者問題解決に向けた対策に関する提言を行った。これを受け、政

府においても、同提言以降、ライフステージに応じた啓発・広報活動の

充実や市区町村と法務局との連携強化といった様々な取組が行われてき

た。また、無戸籍者問題の原因の一つと指摘されてきた嫡出推定制度の

見直し等について、令和元年６月、山下貴司法務大臣から法制審議会に

諮問され、現在、民法（親子法制）部会において、調査審議が進められ

ている。 

その結果、令和元年度中に５６４人の無戸籍者が新たに把握され、６

１６人が解消されており、本年（令和２年）５月１０日現在の無戸籍者

数７５７人は令和元年５月１０日時点から６８人減少している。 

情報の把握を開始した平成２６年９月以降の累計では、全国で２９０

５人の無戸籍者が把握され、うち２１４８人が解消されるに至っている
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（令和２年５月１０日現在、解消率：７３．９％）。 

しかしながら、依然として無戸籍者の完全な解消がされず、解消まで

に長期間を要している事例も少なくない状況に照らすと、今後は、無戸

籍者の早期把握及び無戸籍状態の早期解消に重点を置き、これまでの取

組に加え、過去の事例を分析した丁寧なアプローチ及び無戸籍者やその

母等関係者が自ら容易にアクセス可能な取組を実施していく必要があ

る。 

⑵ 具体的施策 

ア 無戸籍状態の解消までの期間等の情報の市区町村・法務局での共有 

無戸籍者の早期把握及び無戸籍状態の早期解消を推進する前提と

して、現状において無戸籍状態の解消までに要している期間やその原

因等を把握して情報を整理し、これを市区町村・法務局で共有するこ

とが有益である。その上で、多様な類型の無戸籍者がどのような経緯

で生ずるのかといった傾向を把握するなど無戸籍者の実情についての

理解を深めるとともに、そのような実情も踏まえて、無戸籍者やその

母等の個別の実情に応じて、無戸籍者解消の必要性について引き続き

無戸籍者やその母等関係者に丁寧に粘り強く説明していくことが重要

である。 

イ スマートフォンによって容易に必要な情報を入手することができる

インターネットサイトなどの開設 

無戸籍状態の解消のためには、無戸籍者やその母等関係者が、必要

な情報に自ら容易にアクセスできることが極めて重要である。今日に

おける情報収集手段としてのスマートフォンの重要性を踏まえ、誰に

とっても利用しやすいインターネットサイトを開設すべきである。 

ウ 無戸籍者やその母等関係者に相談窓口への相談を促すための無戸籍

状態の解消事例等のインターネットサイトへの掲載 

無戸籍状態の解消のためには、無戸籍者やその母等関係者の決断・

行動が必要な場合がほとんどである。しかし、無戸籍状態となるに至

る経緯、その解消のために必要な手続及び当該手続をとるために必要

な準備や支援は、個々の無戸籍者やその母等が抱える事情に応じて

様々である上、無戸籍者やその母等関係者の中には、行政機関への相

談に躊躇する方々もいる。そのような方々に無戸籍状態解消に必要な

決断・行動を促すためには、無戸籍状態の解消事例等の情報を、誰も

が容易にアクセスできるインターネットサイトに掲載する方法により

提供し、問題解決までの具体的なイメージを持ってもらうことが有益

である。 

エ 無戸籍者解消のための相談窓口や関係する裁判手続の概要などを案
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内する動画の作成・インターネット上での配信 

無戸籍者やその母等関係者に対し、相談窓口や関係する裁判手続の

概要などの基本的な情報を、容易にアクセスできる方法により、かつ

分かりやすいコンテンツで提供することは、無戸籍者の早期把握及び

無戸籍状態の早期解消の促進につながると考えられる。具体的な施策

としては、相談窓口や関係する裁判手続の概要などの基本的な情報に

関する動画を作成し、インターネットで配信することが有用である。 

オ 戸籍事務について市区町村の窓口対応を指導し、市区町村と協同し

て、無戸籍者への手厚い手続支援を実施する法務局の体制強化 

無戸籍者解消に向けた具体的施策を実施していく上で、市区町村を

指導し、これと協同して一人一人に寄り添った手厚い手続支援を実施

する法務局の体制を強化していくことは、従前に引き続き不可欠であ

る。 

カ 嫡出推定制度の見直しを着実に前進させること 

嫡出推定制度の見直しについては、法制審議会民法（親子法制）部

会において調査審議中であるが、無戸籍者が社会生活上多大な不利益

を被っていることに鑑みれば、充実した調査審議が行われることを前

提として、できる限り早期の答申がされることが期待される。 

また、検討に当たっては、無戸籍者やその支援者の声を十分に聞き、

実情を踏まえた制度設計を行うべきである。 

４ 離婚をめぐる子の養育に関する問題 

そのほか、当調査会犯罪被害者等支援ＰＴにおいては、離婚をめぐる子

の養育に関する問題についてもヒアリングを行った。 

父母が様々な理由で離婚する場合であっても、子が両親の十分な情愛の

下で養育されることが、子の成長ひいては日本の未来にとって重要である

ことはいうまでもない。しかしながら、日本では、離婚を巡って夫婦間で

子の連れ去りが起きたり、子と別居親との関係が遮断されるケースも少な

くない。また、養育費の不払いが子の貧困を招いている。 

日本の宝である子の権利や将来を守るため、離婚後の親権制度の在り方、

養育費の確保、面会交流の改善など、それぞれの課題について、諸外国の

取組に学びつつ、党内の関係組織とも連携して、引き続き検討を進めてい

く。 
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第５ 国際的な協調・協働へのメッセージ 

１ 司法外交元年に当たって 

「法の支配」や「基本的人権の尊重」等の普遍的価値を世界に浸透させ

ていく取り組みである「司法外交」は、当調査会が平成２８年の中間提言

（司法制度調査会・中間提言２０１６）及び平成２９年の提言（司法制度

調査会提言２０１７）で打ち出し、平成３０年以降、「経済財政運営と改革

の基本方針（骨太の方針）」において重要なキーワードとして明記されてい

る。 

今年２０２０年は「司法外交元年」であり、日本が、誰一人取り残さな

い社会の実現、持続可能な発展のために世界をけん引し、新たなる一歩を

力強く踏み出す年である。 

世界が疫病による未曾有の困難による分断を乗り越え、孤立から共生に

向けて再び歩み始める今こそ、日本型の司法制度の強みを重要なソフトパ

ワーとし、経済活動を支える基盤となる司法インフラを整備し、持続可能

な発展に貢献する「司法外交」の推進を、日本発の世界に向けた共生のメ

ッセージとして強く打ち出し、着実に実行に移さなければならない。 

昨年の提言で司法外交の重要な柱と位置付けた「京都コングレスの開

催・成功とレガシーの確立」、「法制度整備支援」、「国際仲裁」は、いずれ

も、世界が共通の価値観やルールに基づいて協力することや、紛争解決を

目指す取組であり、まさに、世界を孤立から共生に向けて再び歩み始めよ

うとする世界にとって必要なイニシアチヴである。日本がリーダーシップ

を発揮するべきフィールドであり、分断を乗り越え、ルールに基づいた公

正な社会を築こうとする世界に対する貢献として、その取組をより力強く

加速する必要がある。 

そして、その取組を司法外交元年２０２０年以降も着実に継続しつつ、

あらゆる機会を捉えてその成果を国内外に発信することで、日本が司法の

分野で国際社会をリードし、「司法外交」を発展させていかねばならない。 

２ 京都コングレスの開催とレガシーの確立 

本年（令和２年）４月に開催予定であった第１４回国連犯罪防止刑事司

法会議（京都コングレス）は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染

拡大のため延期となったが、感染症を経験した世界の刑事司法の在り方を

考える機会として、また、ウィズコロナ時代における国際会議の新たなモ

デルとして、その重要性はより高まっている。コングレスでは、ハイレベ

ルにより、犯罪防止・刑事司法分野における国連・加盟国の取組の指針と

なる政治宣言が採択される。新型コロナウイルス感染症と戦うため、いっ

たんは国境を閉ざさざるを得なかった世界が、今後、各国のエゴが先に立

つ分断的な発想を乗り越え、共生・連帯の重みを再認識し、グローバリズ



21 

 

ムをより一層進める上で、京都コングレスは、その礎としての法の支配の

浸透した社会、犯罪のない社会を実現するため、国際協力の一層の推進を

力強く宣言する場として、新たな使命を帯びることとなった。日本は、「司

法外交」の大舞台である京都コングレスにおいて、その使命をしっかりと

果たすべくリーダーシップを発揮し、国際社会を導いてゆかねばならない。 

その上で、昨年（令和元年）、当調査会が打ち出した「司法外交の新機軸」

である京都コングレスのレガシー（再犯防止国連準則、アジア太平洋地域

刑事実務家プラットフォーム、犯罪防止・刑事司法ユースフォーラム）を

着実に実行に移し、また、国連アジア極東犯罪防止研修所（UNAFEI）の

プレゼンスの一層の強化を図るべきである。とりわけ、アジア太平洋地域

刑事実務家プラットフォームは、アジア地域において、法の支配、人権と

いった普遍的価値を共有する国々と手を携え、捜査共助を始めとする刑事

司法全般における国際協力の促進のための基盤を創設することにより、コ

ロナウイルス感染症後の法の支配に基づく調和のとれた国際秩序の形成に

わが国が旗振り役を演じる上で重要な取組である。再犯防止国連準則の策

定は、保護司制度や再犯防止のための官民連携などの日本型司法制度のソ

フトパワーを生かし、再犯防止の分野で国連の準則を策定して世界をリー

ドしていこうとする取組であり、まさに司法外交の新機軸となるものであ

る。ユースフォーラムは、若い世代の能力向上・意識啓発の絶好の機会で

あることから、定期開催も視野に入れ、内容の充実したものとすべきであ

る。 

３ 更なる司法外交の推進 

⑴ 法制度整備支援の更なる推進 

日本は、長年にわたりアジアを中心とする開発途上国等における法制

度整備支援を行ってきた。相手国の自主性・主体性を尊重する日本の「寄

り添い型」の法制度整備支援は、相手国の法の支配の浸透に資する取組

として、日本が世界の国々と共に成長し、共生社会をグローバルに実現

していく上で重要な役割を担っており、当調査会でも、司法外交の重要

な柱の一つとして、法制度整備支援の更なる拡充について繰り返し提言

してきた。 

一方、近年は支援対象国や分野が拡大するとともに、相手国のニーズ

が複雑化・高度化している。とりわけ、ASEAN 地域においては、日本

企業が現地において知的財産権に関する紛争に巻き込まれる事案等が発

生するなど、ASEAN 諸国の知的財産権保護や紛争処理に関する能力向

上が求められている。 

こうした状況を踏まえ、わが国は、政府の外交方針「自由で開かれた

インド太平洋」において、法の支配の普及・定着等によってＡＳＥＡＮ
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とともに地域全体の安定と繁栄を促進することを目指し、この方針等も

踏まえ、法制度整備支援の現場では、相手国のニーズに応えるため、従

来の基本法令の起草支援に加え知的財産関係の支援を行うなど、相手国

のビジネス環境整備にも貢献している。このような取組は、支援の相手

国のみならず、その国に進出する日本企業にとっても有益となるもので

あり、世界の国々が共に歩む共生社会の実現にも資する取組として今後

も力強く推進していくべきである。 

また、コロナ禍により経済的不況の深刻化とそれに伴う経済的な紛争

の増加、世界的な治安の悪化が強く懸念され、これらの課題に対処する

必要が高まっているところ、アジアを中心に、経済の立て直しに必要な

経済関係法令、基本法令の起草・運用支援を強化していくべきである。

さらに、過剰収容の問題を抱える東南アジア諸国の矯正施設では、多数

の受刑者が密集、密接した環境で処遇されており、これらの施設は新型

コロナウイルス感染の温床となるリスクが著しく高く、感染を恐れた受

刑者による暴動や逃走事案が発生するなど、治安にも深刻な脅威となっ

ていることから、矯正施設における感染症対策を含む過剰収容対策等の

法制度整備支援を更に推進していくべきである。 

政府は、近年、ASEAN 日本政府代表部を始めとする在外公館に法務

アタッシェを派遣したり、国連薬物・犯罪事務所（UNODC）東南アジ

ア大洋州地域事務所や国連開発計画（UNDP）に法務人材を派遣するな

どしており、こうした国際機関等への人材派遣は、共生社会を支える人

材の育成にも資する非常に重要な取組であり、今後も更に強く推進して

いくべきである。 

当調査会は、以上のような法制度整備支援の取組が、相手国の法の支

配の浸透等を通じて、世界の国々が共に成長・発展する共生社会の実現

につながるものであることを確信している。世界における共生社会の実

現に向けて、政府は、法制度整備支援を戦略的に展開することが必要で

ある。具体的には、引き続き、わが国の支援の強みをいかしつつ、関係

省庁、関係機関等と連携して多様化する相手国のニーズに対応した分野

横断的・複合的な支援を行うことはもとより、ASEAN と日本の法務・

司法分野における政策決定レベル・実務レベルでの対話のプラットフォ

ームづくりを促進し、国連開発計画（UNDP）、国連薬物・犯罪事務所

（UNODC）等の国際機関との連携を更に強化するべきである。そして、

法整備支援を支える人材の育成は、日本と世界の国々が共に歩み、成長

する共生社会の実現にとって不可欠である。国際機関等への人材派遣を

強く推進するほか、法務総合研究所国際協力部や国連アジア極東犯罪防

止研修所等の法制度整備支援の実施機関に更に職員を配置するとともに、
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JICA 等の関係機関との間での人事交流等を行うなどして、法制度整備支

援を支える人材の育成・確保に積極的に取り組むべきである。 

⑵ わが国における国際仲裁の活性化 

近時、世界では、国際協調主義から自国第一主義への流れが見られて

いた中で、今般の新型コロナウイルス感染症の世界的まん延が、企業同

士の短期的な利益追求や、移動の制限によるコミュニケーション不足等

による契約履行の困難化といった事態をもたらしている。新型コロナウ

イルス感染症のまん延の終息後は、世界経済が混乱する中で、各国・企

業の利害衝突が先鋭化し、国際的な商事紛争が多発することが予想され

るところである。 

このような新型コロナウイルス感染症のまん延の終息後の世界経済に

おいては、人々や国々が再び力を合わせ、社会経済の共生による復興と

再生を目指さなければならない。そして、かかる経済的惨状から起因す

る紛争を解決・清算させ、国際的な経済活動を更に活発化させていく上

で、国際商事取引等から生ずる紛争解決手段のグローバル・スタンダー

ドとなっている国際仲裁をわが国においてより一層活性化させ、定着さ

せることがこれまで以上に重要であり、その基盤整備を加速させねばな

らない。また、新型コロナウイルス感染症がアジアを含め、世界経済全

体に影響を及ぼし、経済の血液といわれている「金融」も滞りつつある

が、これを改善し、世界・アジアの国際金融ハブとしての国際金融都市

ＴＯＫＹＯを実現するためには、紛争解決のインフラである国際仲裁・

調停の活性化が必須である。 

人々や国々が共に歩みながら世界経済を立て直していく上でも、わが

国における国際仲裁の活性化が、経済面における共生社会のプラットフ

ォームとして必要不可欠であるとのメッセージをいまこそ国内外に発信

すべきである。政府には、かような観点からこれまで以上に国際仲裁の

活性化を進めるよう強く求める。 

この点、法務省が、国際仲裁の活性化に向け、昨年（令和元年）、一般

社団法人日本国際紛争解決センター（JIDRC）に対する調査委託事業を

開始し、本年（令和２年）３月に、東京・虎ノ門に仲裁審問の専用施設

が開業されたことを歓迎したい。同施設は、複数の審問室を有し、ビデ

オ会議システムや無線インターネット等の最新設備を備えているが、更

にＩＣＴを駆使することにより、距離を乗り越えるだけでなく、人の移

動自体が困難となった社会においても円滑に紛争処理を可能としていく

べきである。それだけでなく、同施設を人材育成や周知啓発も含めた国

際仲裁の活性化のための総合センターとして機能させるとともに、海外

の企業同士の紛争をわが国において処理するいわゆる第三国仲裁の活性
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化も併せて目指し、世界一安全・安心な日本において国際仲裁を行うこ

との魅力、メリットを様々なチャンネルを通じて大いに発信することが

求められる。 

今般の新型コロナウイルス感染症のまん延という誰もが予期しなかっ

た状況において、国際仲裁を活性化させ、共に歩む社会を実現するため

には、国際仲裁の活性化に向けた関係府省連絡会議の事務局を務める法

務省及び経済産業省のみならず、同会議の構成員の関係省庁やオブザー

バーの関係団体が一丸となって力を合わせなければならない。 

さらに、国際仲裁の活性化に向けた基盤整備の取組の一環として、仲

裁関連法制度の見直しを行うことも不可欠である。この点、先に成立し

た「外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法の一部を改

正する法律」により外国法律事務弁護士等が仲裁に関与できる範囲が拡

大したが、これだけでは足りない。仲裁法についても、国際連合国際商

取引法委員会（UNCＩＴRAL）の国際商事仲裁に関する最新モデル法に

準拠するよう、引き続き見直しを進めるべきである。 
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第６ 幅広い司法人材の育成と活躍の場の拡充 

１ 司法人材育成の必要性・重要性 

「共生社会」を実現し、これを維持・発展させていく上で、司法が果た

すべき役割が重要であることについては、前述した（はじめに）。 

司法が持てる力を十全に発揮するためには、その担い手である高度かつ

洗練された専門家集団（司法人材）を多数かつ継続的に確保することが必

要不可欠であり、その育成は個々人の努力に委ねるのではなく、国を挙げ

て直ちに取り組まねばならない喫緊の課題である。司法インフラを支える

のは「人」であり、その担い手の育成は死活問題である。当調査会として、

司法人材の安定供給に向けた人材育成の必要性・重要性を改めて強調して

おきたい。 

２ 施策の方向性 

新たな「共生社会」を実現し、これを維持・発展させていくという重要

なミッションを担う司法人材には、語学力はもちろんのこと、グローバル

に先鋭化する利害衝突や紛争をルールに則して調整する力、生起する紛争

がボーダレスに複雑多様化してきている時代だからこそ、法の支配・基本

的人権の尊重といった普遍的な価値に根差した法的なものの考え方ができ

る力、さらには当事者（他者）に寄り添った支援を行うことができる人格

的素養が要求される。 

かような素養を十分に備えた共生社会を担う司法人材を量の点でも確保

するため、国際感覚を身に付け得る体験を幼少期から積み重ねつつ、専門

的教育や研修を受ける課程を制度として確立すること、司法人材の意義や

魅力を多数の若者に広く周知していくことが重要である。 

また、あらゆる分野で専門性が求められる現代においては、司法人材と

他の分野のエキスパートとが適時・適切に連携して物事を解決していくこ

とが求められる。 

さらに、質の平準化やより高度な問題への人的リソースの集中投資を実

現するため、法的分野においても、ＩＣＴやＡＩの活用を推進し、国民が

求める司法サプライの質・量を可能な限り高めるべきである。 

３ 具体的方策 

⑴ 日本型多文化共生社会を支える人材の育成 

日本型多文化共生社会の進展により、国内の事案においても国際的素

養が必要なケースが増加している。今後、そのニーズは、地方にまで広

がっていくことが想定されることから、次の取組を進めるべきである。 

ア ODA を活用した、地域において外国人の支援に携わる個人・団体

の育成 



26 

 

地方公共団体における多文化共生の取組の更なる促進を図るととも

に、外国人が安心して日本での生活や就労を開始できるようにするた

め、地域において外国人の支援に携わる個人・団体を育成する必要が

ある。 

例えば、JICA 海外協力隊員の派遣等、ODA の実施を通じて日本国

内の国際人材が育成されており、帰国した隊員等に地方公共団体の多

文化共生関連業務や外国人相談窓口へ参画してもらうことを推進すべ

きである。 

政府としては、適切なマッチングがはかられるよう、周知広報に努

めるとともに、情報共有・連携の在り方を構築すべきである。 

イ 在留外国人に対する総合的な支援をコーディネートする人材の育成 

在留外国人の抱える悩み、課題は多岐に渡り、外国人がそれぞれに

対応した支援の取組にたどり着くことは容易ではなく、それにより、

支援の取組が十分に利用されず、外国人が社会から孤立してしまうこ

とにもなりかねない。そのため、各種支援の取組を熟知し、他の関係

機関と連携しながら個々の外国人に必要な支援をコーディネートする

人材が、共生社会を実現する上で不可欠であることから、地域におけ

る人材の育成を行うとともに、その社会的認知を高め、専門能力の向

上を行っていく必要がある。 

現在は、各自治体や民間団体においてコーディネーターの育成・確

保に取り組んでいるが、国においても、地域における人材育成に必要

な研修の実施や、研修を修了したことを要件とした認定制度の創設を

検討すべきである。 

ウ 在留外国人支援のための人材の育成 

地方公共団体の多文化共生施策を担当する職員や地方出入国在留管

理局に配置されている受入環境調整担当官等の在留外国人支援を行う

人材の能力向上のため、政府としても、積極的に研修の充実を図るべ

きである。 

⑵ 国際司法人材の育成と活躍のステージの拡充 

当調査会において、これまでも提言をしてきたところであるが、引き

続き、以下の方策を進めるべきである。 

ア 国際感覚を身に付ける機会の確保 

在留外国人の増加に伴い、小学校等にも一定数の外国籍児童が在籍

していることが当然の光景となっている。今期の当調査会では、外国

籍児童と外国籍ではないものの日本語の支援等が必要な「外国とつな

がる」児童が多数を占める小学校を視察し、運動会のアナウンスの多

言語対応、海外や日本の文化に触れる機会を確保するためのクラブ活
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動等の学校内での国際化への対応のほか、保護者同士のネットワーク

を広げるための各国料理パーティーの開催といった地域を巻き込んだ

取組が行われていること、そのような状況の中で過ごす日本人児童は

生活の中で外国籍児童への配慮が自然に身についていくことなどが確

認できた。このように幼少期から国際性を身に付ける経験を積むこと

は非常に重要である。 

 さらに、既に述べたとおり（第５）、京都コングレスのレガシーとし

てユースフォーラムの開催が予定されており、多くの若い世代が国際

会議という場に関わるという貴重な経験を積むことが期待される。ユ

ース世代における国際舞台との関わりは、将来、国際司法人材となっ

て活躍するきっかけにもなり得るものであり、定期開催も視野に入れ

て取り組むべきである。 

イ 専門性をもった司法人材の供給を可能にするシステムの確立 

専門性の高い国際司法人材育成においては、障害となっている英語

等の語学力を向上させることはもとより、ユース世代から早期に専門

的教育を受ける機会を設けることが必要である。そのため、大学や法

科大学院において、国際関係法等の先端的科目をカリキュラムに設け

るといった取組をより一層進めるべきである。 

また、専門化が進む司法分野の諸問題に適切に対応するため、理系

を始めとして、法律以外の分野の専門知識を有する人材にも司法分野

の知識を習得してもらい、いわゆるダブルディグリー取得を促進する

ことも重要である。そこで、法科大学院の未修者コースを受験しやす

い環境整備や、理系等の他分野の知識の習得を入学選考において考慮

するなど、ダブルディグリー取得促進のための取組を進めるべきであ

る。 

ウ 司法人材の戦略的派遣体制の構築 

在外公館や国際機関に司法人材を戦略的に派遣していくことは、わ

が国として適正なグローバル化を進めていく上で、引き続き極めて重

要である。そのような人材が、在外公館や国際機関において、共生社

会を実現し、これを維持・発展していく役割を担うに当たっては、法

的なものの考え方を土台とし、十分な語学力を駆使しながら、利害衝

突や紛争を調整し、解決していく力が必要である。そのため、国の施

策として、若い人材を幅広く国際関係業務に携わらせるとともに、充

実した研修課程を確立するなど、そのような力のある国際司法人材を

多数確保し、安定的に在外公館や国際機関に供給できるようにするた

めの仕組みを早急に構築するべきである。 

エ 法制度整備支援の更なる推進 
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法制度整備支援は、グローバルに共生社会を実現し、これを維持・

発展させていくものであり、各国政府や国内外の関係機関、他のドナ

ー等の多岐にわたるステークホルダーとの調整を図りながら支援を進

めていくため、法制度整備支援の実施機関や関係国際機関等に更に多

くの人材を配置・派遣していくことが必要である。特に、今後は、実

務レベルでの支援に加えて、政策決定レベルでの調整を行うことので

きる人材を確保していくことが重要であり、語学力はもとより、法の

支配・基本的人権の尊重といった普遍的な価値に根差した法的なもの

の考え方や国際場裏における調整力といった国際的素養を有する人材

を育成・確保していくことが急務である。そのため、国の施策として、

多くの若い世代を法制度整備支援の実施機関に配置し、あるいは関係

国際機関に派遣するなどして裾野の広い人材を多数育成し、このよう

な人材を法制度整備支援の担い手として供給していくべきである。 

オ 司法人材育成のためのキャリアパスの明示 

在外公館や国際機関、国内の関係機関、国際関係部門等での勤務は、

国際司法人材を育成する場としても、国際司法人材が活躍する場とし

ても、極めて重要である。政府においては、これらの機関等における

勤務を、国際司法人材の育成・活躍にとってのキャリアパスとして明

確に位置付けた上で、派遣先の機関等を開拓するとともに、国際機関

におけるインターンシップ制度や JPO 派遣制度なども活用しながら、

裾野の広い国際司法人材を数多く育成し、その活躍の場を設けていく

べきである。 
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おわりに 

私たちは、多数の専門家の御意見を伺い、志を同じくする仲間たちと意見を

交わし、議論を深め、この提言を取りまとめた。 

この提言が、日本が新型コロナウイルス感染症との闘いに打ち勝ち、再生し、

そして更なる飛躍のための道しるべとなることを確信している。提言を実効性

あるものにすべく、施策の実現に向けて全力を尽くしていく。 
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副 会 長 後 藤 茂 之  古 川 禎 久  赤 澤 亮 正 

       城 内  実  左 藤  章  鈴 木 淳 司 

       葉 梨 康 弘  越 智 隆 雄  木 原 誠 二 

       土 井  亨  平 口  洋  盛 山 正 仁 

       小 林 鷹 之  山 下 貴 司 

       猪 口 邦 子  西 田 昌 司  石 田 昌 宏 

       岩 井 茂 樹  滝 波 宏 文  中 西 健 治 

       吉川ゆうみ 

事 務 局 長 村 井 英 樹 

幹   事 門 山 宏 哲  黄川田仁志  田 畑 裕 明 

       長 尾  敬  堀 内 詔 子  務 台 俊 介 

       簗  和 生  山 田 美 樹  井 出 庸 生 

事務局次長 三 谷 英 弘  宮 路 拓 馬  泉 田 裕 彦 

       国光あやの 

       本 田 顕 子  元榮太一郎  
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犯罪被害者等保護・支援体制の一層の推進を図るＰＴ 

 

座 長 

 上 川 陽 子         馳 浩 

事 務 局 長          赤 澤 亮 正 

 門 山 宏 哲         越 智 隆 雄 

                石 田 昌 宏 

                吉 川 ゆうみ 

                長 尾  敬 

                堀 内 詔 子 

                務 台 俊 介 

                簗  和 生 

                井 出 庸 生 

                宮 路 拓 馬 

                泉 田 裕 彦 

                国 光 あやの 

                本 田 顕 子 
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司法制度調査会（活動状況） 

 

① R2.2.4  司法制度調査会 

日本型多文化共生社会の実現に向けた諸課題（１） 

〇 外国人と企業についてヒアリング 

エンピ・カンデル UNIBIRD 株式会社代表取締役 

柴 崎 洋 平 フォースバレー・コンシェルジュ株式会社代表取締役  

 

② R2.2.13 司法制度調査会 

日本型多文化共生社会の実現に向けた諸課題（２） 

〇 外国人と地域社会についてヒアリング 

新 美 純 子 公益社団法人トレイディングケア代表 

坂 本  淳 公益社団法人横浜市交流協会常務理事兼事務局長 

アサディ・みわ 静岡ムスリム協会副代表 

 

③ R2.2.17 横浜市立南吉田小学校視察 

上川陽子会長、村井事務局長、左藤副会長、吉川副会長、井出幹事 

 

④ R2.2.25 司法制度調査会 

司法制度調査会提言２０１９フォローアップ 

〇 民事裁判のＩＴ化についてヒアリング 

法務省 最高裁判所 

〇 日本法令の国際発信についてヒアリング 

総務省 法務省  

 

⑤ R2.3.5  犯罪被害者等保護・支援体制の一層の推進を図るＰＴ 

〇 性犯罪に関する施策検討に向けた実態調査ワーキンググループの

検討状況についてヒアリング 

法務省 

〇 ワンストップ支援センターについてヒアリング 

内閣府 
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⑥ R2.3.10 司法制度調査会 

日本型多文化共生社会の実現に向けた諸課題（３） 

〇 外国人の子どもを巡る問題についてヒアリング 

法務省 文部科学省 最高裁判所 

 

⑦ R2.3.17 司法制度調査会 

日本型多文化共生社会の実現に向けた諸課題（４） 

〇 在留資格別の支援についてヒアリング 

丸 山 茂 樹 日本語教育振興協会理事 

小 出 賢 三 外国人技能実習機構 

田 中 克 之 海外日系人協会理事長 

 

⑧ R2.3.25 犯罪被害者等保護・支援体制の一層の推進を図るＰＴ 

〇 無戸籍者問題についてヒアリング 

高 取由弥子 弁護士 

〇 離婚後の親権・養育費問題等についてヒアリング 

棚 村 政 行 早稲田大学法学学術院教授 

 

⑨ R2.6.2  司法制度調査会正副会長会 

〇 性犯罪・性暴力対策へ抜本的強化を求める緊急提言（案）について  

 

⑩ R2.6.23 司法制度調査会 

〇 提言（案）について 

 


